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６．実績降雨に基づく計画基準降雨 

（基準、基準の運用第３章 3.3.6 関連） 

 

6.1 確率降雨量 

6.1.1 確率年（リターンピリオド） 

対象とする水文量、例えば年最大日雨量の特定の値 𝑥𝑥𝑇𝑇に対応する確率年（リターンピリオド）は、

式 (6.1) により求める。 

𝑇𝑇 = 1
𝑃𝑃(𝑥𝑥𝑇𝑇)

 ········································································································ (6.1) 

ここに、𝑇𝑇  ：水文量の特定の値 𝑥𝑥𝑇𝑇 に対応する確率年 

𝑃𝑃(𝑥𝑥𝑇𝑇)：水文量が 𝑥𝑥𝑇𝑇に等しいか、又はそれを超える値が生起する確率（これを超過確

率という。）。 

式 (6.1) において、例えば年最大日雨量 𝑥𝑥𝑇𝑇=126mm/d に対する超過確率が 𝑃𝑃 (𝑥𝑥𝑇𝑇) =0.1 のと

き、確率年は 10 年（𝑇𝑇= 1/0.1）となる。ここで、𝑃𝑃 (𝑥𝑥𝑇𝑇)は以下のように定義される。 

𝑃𝑃(𝑥𝑥𝑇𝑇) = 1 − 𝐹𝐹(𝑥𝑥𝑇𝑇) = 1 − ∫ 𝑓𝑓(𝑥𝑥)𝑥𝑥𝑇𝑇
−∞ 𝑑𝑑𝑑𝑑 ································································· (6.2) 

∵ ∫ 𝑓𝑓(𝑥𝑥)∞

−∞ 𝑑𝑑𝑑𝑑 = 1,𝐹𝐹(𝑥𝑥𝑇𝑇) = ∫ 𝑓𝑓(𝑥𝑥)𝑥𝑥𝑇𝑇
−∞ 𝑑𝑑𝑑𝑑 ······························································ (6.3) 

ここに、関数 𝑓𝑓(𝑥𝑥)は確率密度関数であり、水文量（例えば年降水量、月降水量、日降水量）によ

って関数形が異なる。したがって、確率降雨量を求める際には、水文量に適した関数形を選ぶこと

が重要である。また関数 𝐹𝐹(𝑥𝑥𝑇𝑇)は、確率密度関数 𝑓𝑓(𝑥𝑥)の 𝑥𝑥 = 𝑥𝑥𝑇𝑇までの積分で、分布関数といわれ

る。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

図-6.1 確率密度関数と分布関数 

  

（ a ） 確 率 密 度 関 数 

  

（ b ） 分 布 関 数 
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〔参考〕降雨分布と分布関数の例 

降雨の分布状態を表す確率密度関数 f (x)は、資料の性質、例えば日雨量、旬雨量、月雨量、年雨量に

よって図-6.2のような形状を示す傾向が知られている
1)
。 

  
 
 
 
 
 
 
 

図-6.2 降雨分布の形状 

これらの分布状態を表す関数形として、表-6.1がある
2)
。 

表-6.1 降雨分布と分布関数 

降雨分布 適    用 分布関数の例 

降

雨

分

布

の

種

類

 

正規分布 

① 水文量をそのままの値で用いる場合と、対数変換等の変換の後正規
分布を当てはめる場合がある。 

② 一般に、月平均流量等の度数分布、毎年最大値、最小値の水文量の
分布は、経験的に対数正規分布が適合する例が多い。 

正規分布 

対数正規分布 

極値分布 

① 任意の分布形を持つ母集団からとられた資料群の最大値又は最小値
の分布形として理論的に導かれるもので、水文量の解析では、グンベル
（Gumbel）分布及び水文量の値を対数変換して適用する対数極値分布
が主に用いられる。 

② この分布は、日、時間等の比較的短時間単位の水文要素の年最大
値、年最小値の資料によく適合することが知られている。 

グンベル分布 

対数極値分布 

ガンマ 

分布 

① 比較的短時間の水文量の頻度曲線は双曲線形状の指数関数を示すこ
とが多い。 

② 非毎年資料の分布解析、日雨量等の全数資料の分布解析に使われる。 

指数分布 

ガンマ分布 

対数ピアソンⅢ型分布 

 

6.2 確率降雨量の計算 

確率降雨量の計算においては、以下の事項について検討を行う。 

① 降雨資料の抽出 
② 適用分布関数の選定 
③ 資料に含まれる極端な値の取扱い 
④ 確率降雨量の計算 

 

6.2.1 降雨資料の抽出 

確率降雨量の計算に用いる資料は、以下の事項に留意して抽出しなければならない。 

(1) 期間の取り方 

確率降雨量の計算では、同じ資料から抽出されたものでも、期間の取り方（母集団に対するサ

ンプルデータのサイズ）によって計算結果が大きく異なる場合がある。一般的に、資料の抽出期

間はできるだけ長い方が母集団の降雨特性に近似する。しかしながら、降雨資料収集にかかる実

務をみると、長期間の均質な降雨資料の収集には多くの困難が伴い、場合によっては長期間の資

f(ｘ

水文量 x→ 

日降雨量等 F(x 

水文量 x→ 

旬降雨量等  

水文量 x→ 

年最大日 

降雨量等 
 

水文量 x→ 

年降雨量等 f(x） f(x） f(x） f(x） 
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料を収集できない場合もある。 

ここで、母集団の真値に対する確率降

雨量の推定精度には、資料数との間に図

-6.3の関係が見られ、①確率降雨量の推

定には誤差を含むことが避けられない

こと、②資料数を多くしても飛躍的な精

度の向上が期待できないこと、を示して

いる。なお、このグラフは、全国主要都

市９か所（札幌、仙台、東京、金沢、名

古屋、京都、岡山、熊本及び那覇）のそ

れぞれについて最近年からさかのぼっ

た30個、50個及び100個の資料群より得

られた年最大日降雨量の分布関数に、一

様乱数を用いて確率降雨量を模擬発生

させ、その真値に対する相対誤差を資料

個数との関係で表したものである。同図

では、推定値が真値に対して過大となっ

た場合又は過小となった場合にグルー

プ分けし、それぞれのグループについて

真値に対する誤差の平均を示している。

なお、図-6.3で３種類の標準偏差の値

は、９都市それぞれについて、３種類の

資料群ごとに算出した年最大日降雨量

の標準偏差（合計９×３＝27）から求め

られる最大値、中間値及び最小値を示

す。 

この確率降雨量の推定精度と資料数と

の関係から、ここでは確率降雨量の誤差

を±10％まで許容できると想定する。つ

まり、所定の資料数によって得られた確率降雨量の値が母集団の真値に対して±10％の誤差の範囲な

らば計画基準値として採用できるとするものである。 

これにより、確率降雨量を求める場合の資料期間は、リターンピリオド10年に対して最近年か

らさかのぼった30年以上、リターンピリオド30年に対して40年以上、リターンピリオド50年に対

して50年以上を基本とする。 

具体的な降雨資料の収集に当たっては、可能な限り長期間の資料を収集することが望ましい。ま

た、計画の対象とする降雨規模や地域における近年の降雨特性を踏まえて検討することが重要であ

る。 

(2) 降雨強度の抽出 

洪水ピーク流出量を推定する場合は、洪水到達時間内の確率降雨強度が必要となる。確率降雨

強度を推定するためには、降雨資料から、年最大雨量を抽出し、式(6.4)により年最大降雨強度に

図-6.3 確率降雨量の推定精度と資料数の関係 

資料数 

資料数 

資料数 

  20 30 40 50 60 70 

母
集
団
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真
値
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対
す
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誤
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1/10 年確率雨量 

1/30 年確率雨量 

1/50 年確率雨量 

20％ 

15％ 

10％ 

5％ 

0％ 
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-15％ 
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母
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団
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す
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誤
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20％ 

15％ 

10％ 
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0％ 
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-10％ 

-15％ 

-20％ 

資料数 

資料数 

標準偏差：0.21 

標準偏差：0.16 

標準偏差：0.12 

標準偏差：0.21 

標準偏差：0.16 

標準偏差：0.12 

標準偏差：0.21 

標準偏差：0.16 

標準偏差：0.12 
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換算しておく。 

𝑖𝑖𝑡𝑡 = 𝑅𝑅
𝑡𝑡

  ····································································································· （6.4） 

ここに、𝑖𝑖𝑡𝑡 ：𝑡𝑡 時間降雨強度（mm/h） 

𝑅𝑅 ：𝑡𝑡 時間内の年最大雨量（mm） 

𝑡𝑡 ：降雨継続時間（h） 

洪水到達時間は流域の大きさやピーク流出量の大きさによって変化する。したがって、洪水ピ

ーク流出量を求めるための降雨強度は、表-6.2の例に示すように、同一資料から想定し得る幾つ

かの降雨継続時間について降雨強度を抽出する必要がある。 

図-6.4は、それぞれの降雨継続時間ごとの確率降雨強度にピーク流出係数を乗じて確率有効降

雨強度に変換し、それに平分線を挿入した確率有効降雨強度曲線を示す。このグラフ上に、流域

の流出特性に支配される有効降雨強度と洪水到達時間の関係を描くと交点が一つできる。この交

点が洪水到達時間に対応する確率有効降雨強度となる（詳細は、「８．洪水ピーク流出量の計算」

参照）。 

表-6.2 年最大降雨強度の資料抽出例 

資料順位 
降雨継続時間別の降雨強度(mm/h) 

20 分 60 分 180 分 

1 109 60 30 

2 90 59 27 

3 88 58 26 

4 88 52 25 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

23 52 27 13 

24 43 23 12 

確率 

降雨 

強度 

T ＝5 年 86 51 23 

T ＝10 年 95 57 26.5 

T ＝50 年 113 71 33 
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図-6.4 確率有効降雨強度曲線 

6.2.2 適用分布関数の選定 

確率降雨量の推定に際しては、収集した降雨資料から抽出した年最大の降雨資料に、最も適合す

る分布関数を選定し、その分布関数のパラメータを推定しなければならない。 

一般的には、確率降雨量を推定するには、抽出した資料を確率紙にプロットし、その傾向を目視

により判断して分布関数を選定する。水文統計解析に使用される確率紙には、図-6.5のような対数

正規確率紙、極値確率紙等がある。これらの確率紙と降雨資料には以下のような関係がある。 

(1) 対数正規確率紙上にプロットした降雨資料が直線的な傾向を示す場合，降雨資料は対数正規分

布を示しているとみなし、対数正規分布関数が適用できる。ただし，明確な直線を描くことは少

なく、非超過確率（確率紙の縦軸の値）が 90％を上回る範囲では、プロットした降雨資料が直線

からずれる場合が多い。このずれが大きい場合は極値確率紙へのプロットを試みる。 

(2) 極値確率紙上にプロットした降雨資料が対数正規確率紙へプロットした場合より直線的傾向を

示す場合、降雨資料は極値分布を示しているものとみなし、極値分布関数を適用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （a）対数正規確率紙 （b）極値確率紙 

図-6.5 確率紙の例 

 
〔参考〕確率紙と確率降雨量の概略推定 

水文量の確率分布や生起確率などを簡便に知る方法として、確率紙が用いられる。確率紙とは、

縦軸に超過（又は非超過）確率が一定の法則によって目盛られ、横軸には水文量が算術目盛、対数

確率有効降雨強度曲線 
T ＝50年 
 

確率有効降雨強度曲線 
T ＝10年 
 

確率有効降雨強度曲線 
T ＝5 年 
 

流域が自然丘陵地の場合の有
効降雨強度𝑟𝑟𝑒𝑒と洪水到達時間
tpの関係 

(A＝0.2km2，C＝290) 
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到
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降
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n
) 

10

100

1000

1 10 100 1000



 
  ６．実績降雨に基づく計画基準降雨  207 

目盛等で表せるようになっているグラフシートである。確率紙には、正規確率紙、対数正規確率紙、

立方根確率紙及び極値確率紙がある。 

確率紙に、式(6.5)で求めた値をプロット（これをプロッティング・ポジションという。）して直

線的な傾向が得られれば、その水文量は用いた確率紙に該当する分布形を示している。また、この

グラフから概略の確率降雨量はグラフから読み取って推定することもできる。 

トーマス・プロット：F(xi)＝
𝑖𝑖

𝑛𝑛+1
 

ヘーズン・プロット：F(xi)＝
2𝑖𝑖−1
2𝑛𝑛

 

ここに、i：水文量の小さい方からの順位 

n：水文量の個数 

なお、式(6.5)について、いずれを採用すべきかについては定説はないが、トーマス・プロット

（Thomas Plot、又はワイブルプロット Weibull Plot とも呼ぶ）は経験的に分布関数の期待値に、

ヘーズン・プロット（Hazen Plot）は中央値に相当する
3)
。実用的にはどちらを用いてもよい。 

 

6.2.3 降雨資料に含まれる極端な値の取扱い 

降雨資料の中に、飛び離れて大きい値（あるいは小さい値）が含まれる場合、その値が実測値な

のか計測機器の不具合等によるものなのかを十分に確認の上、取扱いについて検討しなければなら

ない。実測値であって、統計処理の観点から、取り扱う資料と性質が異なると疑われるものについ

ては、必要に応じて資料の棄却検定に関する検討を行う。ただし、棄却検定は機械的に適用するも

のではなく、資料の分布のばらつき状態や適用分布関数の適合性等についての検討を行い、資料の

大きさを考慮して適用しなければならない。また、これによって棄却される資料であっても、地域

における近年の降雨特性、計画策定上の重要度等を考慮の上、その取扱いを検討する必要がある。

資料の棄却検定法には、棄却限界法を応用した角屋の方法等がある
4)
。 

 

6.2.4 確率降雨量の計算 

排水計画に用いる降雨資料には対数正規分布又は極値分布を当てはめることが多い。これらの分

布のパラメータ推定法として、対数正規分布に対する岩井法及び極値分布関数に対するグンベル

（Gumbel）法がある。 

(1) 岩井法による確率降雨量の計算 

ア 対数正規分布の基礎式 

よく実用に用いられる対数正規分布の確率密度関数及び確率分布関数を式(6.6)で表す
5)
。 

確率密度関数：𝑓𝑓(𝑥𝑥) = 1
√𝜋𝜋

𝑘𝑘
𝑥𝑥+𝑏𝑏

exp(−𝑦𝑦2)                 𝑦𝑦 = 𝑎𝑎 log 𝑥𝑥+𝑏𝑏
𝑥𝑥0+𝑏𝑏

= 𝑘𝑘 ln 𝑥𝑥+𝑏𝑏
𝑥𝑥0+𝑏𝑏

 

確率分布関数：𝐹𝐹(𝑥𝑥) = 1
√𝜋𝜋
∫ exp𝑦𝑦
−∞ (−𝑦𝑦2)𝑑𝑑𝑑𝑑   

ここに、𝑎𝑎（又は 𝑘𝑘 = a log 𝑒𝑒 = 0.4343𝑎𝑎)、𝑏𝑏、𝑥𝑥0は定数。 

式(6.6)の確率変量 yと確率年（リターンピリオド）Tとの関係は、表-6.3のとおりである。 

 

 

  ······· （6.6） 

  ·································································· （6.5） 

－b＜x＜∞ 
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m 

表-6.3 対数正規分布の T と確率変量 y との関係 

T y T y 
500 2.0350 25 1.2380 

400 1.9850 20 1.1630 

300 1.9184 15 1.0614 

250 1.8753 10 0.9062 

200 1.8215 8 0.8134 

150 1.7499 7 0.7547 

100 1.6450 6 0.6858 

80 1.5849 5 0.5951 

60 1.5047 4 0.4769 

50 1.4520 3 0.3045 

40 1.3860 2 0.0000 

30 1.2967   

 

イ 岩井法 

対数正規分布の定数 a、b、x0 は、以下のように求める
6)
。 

まず、幾何平均値 xgを求め、これより定数bを推定する。 

xg ＝10 

A 

A ＝1
𝑁𝑁
∑ log10 𝑥𝑥𝑖𝑖 

bs≡
𝑥𝑥ℓ∙𝑥𝑥𝑠𝑠−𝑥𝑥𝑔𝑔2

2𝑥𝑥𝑔𝑔−(𝑥𝑥ℓ+𝑥𝑥𝑠𝑠)
，（ℓ ＝N－s＋1） 

b ＝ 1
𝑚𝑚
∑𝑏𝑏𝑠𝑠 

N：データ数 

m：N/10に近い整数 

ここに、s、ℓ はともに大きさの順に並び替えた観測値の順位に対して対称な順位 

次に、log10(𝑥𝑥i＋b)を変量と考えて、その平均値から𝑥𝑥0を推定する。 

log10(𝑥𝑥0＋b)＝1
𝑁𝑁
∑ log10(𝑥𝑥𝑖𝑖 + 𝑏𝑏)  ··································································· （6.8） 

標準偏差Sxを求め、1/aを推定する。 

1
𝑎𝑎

= � 𝟐𝟐𝑁𝑁
𝑁𝑁−1

𝑆𝑆𝑥𝑥 ,   𝑆𝑆𝑥𝑥 = �1
𝑁𝑁
∑{log10(𝑥𝑥𝑖𝑖 + 𝑏𝑏)2 − log10(𝑥𝑥0 + 𝑏𝑏)2}  ································· （6.9） 

以上により、求めた定数を次の基本式に当てはめて、確率降雨量を推定する。 

log10(𝑥𝑥＋b)＝log10(𝑥𝑥0＋b)+ 1
𝑎𝑎
𝑦𝑦  ································································· （6.10） 

 

 

 

 

 

 

 ····························································· （6.7） 

N 

i=1 

N 

i=1 

N 

i=1 

S=1 
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ウ 計算例 

岩井法による確率雨量の計算例を以下に示す。 

(ア) 計算の対象となる資料を表-6.4のように

整理する。表は、年最大日雨量を大きい順に

整理した例であり、トーマス・プロットの値

も同時に示している。 

(イ) Ｎ個の資料の対数値を求め、式(6.7)より

𝑥𝑥gの値を求める。 

log10 𝑥𝑥g＝1.9236 → 𝑥𝑥g＝83.868 

(ウ) 表-6.5により式(6.7)の b の値を求める。 

(エ) 表-6.4 の③、④、⑤項の計算を行い、式

(6.9)より標準偏差 Sxを求め、定数 a の値を

求める。 

𝑆𝑆𝑥𝑥 = �𝑌𝑌2��� − 𝑌𝑌�2 = �2.7338 − 1.63622 = 0.2373 

1
𝑎𝑎

= � 2𝑁𝑁
𝑁𝑁−1

𝑆𝑆𝑥𝑥 = �2×35
35−1

 ×    0.2373 = 0.3405 

(オ) 上記によって得られた値から次の基本式

を作成する。 

log10(𝑥𝑥－37.6)＝1.6362+0.3405y 

(カ) 確率年に対する変量 y の値（表-6.3）より、

確率日雨量を求める。（表-6.6） 

 
 
 
 

 

 

 

(2) グンベル法による確率降雨量の計算 

ア グンベル分布の基礎式 

グンベル分布の確率密度関数及び確率分布関数は、式(6.11)で表される。 

確率密度関数：f (x)＝a・exp(－y－e－y)  y＝a(x－x0) 

確率分布関数：F(x)＝exp(－e－y) 

ここに、a、x0：定数 

 

表-6.6 確率雨量 

T 年 y log10(x－37.6) 確率雨量 x 
50 

30 

10 

5 

2 

1.4520 

1.2967 

0.9062 

0.5951 

0.0000 

2.1306 

2.0777 

1.9448 

1.8388 

1.6362 

172.7 

157.2 

125.7 

106.6 

80.9 

 

表-6.5 b の値の計算 

ℓ s 𝑥𝑥ℓ xs 𝑥𝑥ℓ・xs－𝑥𝑥g2 2xg－(𝑥𝑥ℓ＋xs) bs 
1 35 199.8  55.0  3955.159 -87.064 -45.4 

2 34 164.9  56.9  2348.969 -54.064 -43.4 

3 33 135.2  57.6  753.679 -25.064 -30.1 

4 32 132.4  58.7  738.039 -23.364 -31.6 

     b＝ -37.6 

 

  ································ （6.11） 

表-6.4 計算例 
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式（6.11）の平均、分散は、式（6.12）で定義さ

れる。 

平均：𝜇𝜇 = 𝛾𝛾
𝑎𝑎

+ 𝑥𝑥0

分散：𝜎𝜎2 = 𝜋𝜋2

6a2
    
� ················· （6.12） 

ここに、γ：オイラー定数（≒0.5772） 

式(6.11)の極値変量yと確率年（リターンピ

リオド）Tとの関係は、表-6.7のとおりであ

る。 

 

イ グンベル法
7)
 

グンベル分布の定数a、𝑥𝑥0は、資料数（サンプルサイズ）N が有限の時、N の影響を考慮して、

式(6.13)で推定する。 

1
𝑎𝑎

= 𝑠𝑠𝑥𝑥
𝑆𝑆𝑦𝑦

,    𝑥𝑥0 = 𝑥̅𝑥 − 𝑦𝑦�
𝑎𝑎

  ········································································ （6.13） 

ここに、Sx、𝑥̅𝑥は、資料数 N 個の標準偏差及び平均の値である。また、Sy、𝑦𝑦�の値について、

グンベルは表-6.8を示している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表-6.8 グンベル分布当てはめのための数表 

N 𝑦𝑦� Sy N 𝑦𝑦� Sy N 𝑦𝑦� Sy N 𝑦𝑦� Sy 

15 0.5128 1.0206 31 0.5371 1.1159 47 0.5473 1.1557 66 0.5538 1.1814 

16 0.5157 1.0316 32 0.5380 1.1193 48 0.5477 1.1574 68 0.5543 1.1834 

17 0.5181 1.0411 33 0.5388 1.1226 49 0.5481 1.1590 70 0.5548 1.1854 

18 0.5202 1.0493 34 0.5396 1.1255 50 0.5485 1.1607 72 0.5552 1.1873 

19 0.5220 1.0565 35 0.5403 1.1285 51 0.5489 1.1623 74 0.5557 1.1890 

20 0.5236 1.0628 36 0.5410 1.1313 52 0.5493 1.1638 76 0.5561 1.1906 

21 0.5252 1.0696 37 0.5418 1.1339 53 0.5497 1.1653 78 0.5565 1.1923 

22 0.5268 1.0754 38 0.5424 1.1363 54 0.5501 1.1667 80 0.5569 1.1938 

23 0.5283 1.0811 39 0.5430 1.1388 55 0.5504 1.1681 82 0.5572 1.1953 

24 0.5296 1.0864 40 0.5436 1.1413 56 0.5508 1.1696 84 0.5576 1.1967 

25 0.5309 1.0915 41 0.5442 1.1436 57 0.5511 1.1708 86 0.5580 1.1980 

26 0.5320 1.0961 42 0.5448 1.1458 58 0.5515 1.1721 88 0.5583 1.1994 

27 0.5332 1.1004 43 0.5453 1.1480 59 0.5518 1.1734 90 0.5586 1.2007 

28 0.5343 1.1047 44 0.5458 1.1499 60 0.5521 1.1747 92 0.5589 1.2020 

29 0.5353 1.1086 45 0.5463 1.1519 62 0.5527 1.1770 94 0.5592 1.2032 

30 0.5362 1.1124 46 0.5468 1.1538 64 0.5533 1.1793 96 0.5595 1.2044 

 

表-6.7 グンベル分布の T と極値変量 y との関係 

T y T y 
500 6.21361 25 3.19853 

400 5.99021 20 2.97020 

300 5.70212 15 2.67375 

250 5.51946 10 2.25037 

200 5.29581 8 2.01342 

150 5.00730 7 1.86982 

100 4.60015 6 1.70199 

80 4.37574 5 1.49994 

60 4.08596 4 1.24590 

50 3.90194 3 0.90273 

40 3.67625 2 0.36651 

30 3.38429   
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ウ 計算例 

グンベル法による確率降雨量の計算例を以下に示す。 

(ア) 計算の対象となる資料を表-6.9に示すように整理

する。なお、表は年最大日雨量を大きい順に整理した

例であり、トーマス・プロットの値を同時に示してい

る。 
(イ) 資料N個の平均値及び二乗平均値を求める。 

平均＝88.3mm、二乗平均＝8776.9 

(ウ) 資料 N 個の標準偏差を求める。 

𝑆𝑆𝑥𝑥 = �𝑥𝑥2��� − 𝑥̅𝑥2 = √8776.9− 88.32＝31.305 

(エ) 表-6.8 より、資料数 N ＝35 の時の𝑆𝑆𝑦𝑦、 𝑦𝑦�の値を定

める。 

𝑆𝑆𝑦𝑦=1.1285、 𝑦𝑦�=0.5403 

(オ) 分布関数の定数項を求める。 

1
𝑎𝑎

=
𝑆𝑆𝑥𝑥
𝑆𝑆𝑦𝑦

=
31.305
1.1285

= 27.740     

𝑥𝑥0 = 𝑥̅𝑥 −
𝑦𝑦�
𝑎𝑎

= 88.3−
0.5403
0.0360

= 73.291
 

(カ) 基本推定式を求める。 

𝑥𝑥 = 𝑥𝑥0 + 𝑦𝑦
𝑎𝑎
 =73.291+27.740y 

(キ) 確率年に対する極値変量 y の値（表-6.7）より、確

率日降雨量を求める。（表-6.10） 
 
 
 

 
 
 
 

6.3 確率降雨の時間分布 

排水計画の作成に当たって、受益区域の湛水解析等の目的で洪水ハイドログラフを必要とする場

合は、確率連続降雨量（１～３日連続雨量）の時間分布を求める必要がある。連続降雨の時間配分

を定める手法には、以下の三つの方法がある。 

① 日降雨分布については各確率降雨量（日降雨量、２日連続降雨量、３日連続降雨量）を満足す

るように配分し、日降雨量に対する時間分布は過去の実績降雨パターンに基づいて比例配分する

方法 

② 日降雨分布については各確率降雨量（日降雨量、２日連続降雨量、３日連続降雨量）を満足す

表-6.10 確率降雨量 

T 年 y 27.740 y x 
50 3.90194 108.240 181.5 

30 3.38429 93.8802 167.2 

10 2.25037 62.4253 135.7 

5 1.49994 41.6083 114.9 

2 0.36651 10.1669 83.5 

 

表-6.9 計算例 

順位 トーマス
プロット 

xi 

① 

xi
2 

② 

1 0.028 199.8 39,920.0 
2 0.056 164.9 27,192.0 
3 0.083 135.2 18,279.0 
4 0.111 132.4 17,529.8 
5 0.139 123.7 15,301.7 
6 0.167 107.9 11,642.4 
7 0.194 104.9 11,004.0 
8 0.222 103.0 10,609.0 
9 0.250 100.5 10,100.3 
10 0.278 98.9 9,781.2 
11 0.306 94.2 8,873.6 
12 0.333 94.0 8,836.0 
13 0.361 90.0 8,100.0 
14 0.389 87.7 7,691.3 
15 0.417 84.9 7,208.0 
16 0.444 83.1 6,905.6 
17 0.472 80.5 6,480.3 
18 0.500 80.0 6,400.0 
19 0.528 78.5 6,162.3 
20 0.556 78.5 6,162.3 
21 0.583 74.0 5,476.0 
22 0.611 73.0 5,329.0 
23 0.639 73.0 5,329.0 
24 0.667 71.6 5,126.6 
25 0.694 71.0 5,041.0 
26 0.722 68.1 4,637.6 
27 0.750 64.8 4,199.0 
28 0.778 63.6 4,045.0 
29 0.806 60.9 3,708.8 
30 0.833 60.2 3,624.0 
31 0.861 58.9 3,469.2 
32 0.889 58.7 3,445.7 
33 0.917 57.6 3,317.8 
34 0.944 56.9 3,237.6 
35 0.972 55.0 3,025.0 
計  3,089.9 307,190.0 

1/N  88.3 8,776.9 
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るように配分し、日降雨量に対する時間分布は、シャーマン型降雨強度式、単峰型降雨強度式を

組み合わせて複峰型降雨波形を求める手法 8)等を用いて配分する方法 

③ 必要となる確率連続降雨量を、過去の実績降雨パターンに基づいて全体を比例配分する方法 

それぞれの配分方法の特徴は、表-6.11のとおりである。 

表-6.11 配分方法の特徴 

配分方法 特   徴 
①、②の方法 ・各々の日降雨量が、確率計算により求められた各確率連続降雨量を満たしてい

る。 
・①の方法については、降雨資料から、短時間の豪雨についても確率雨量に近い実

績降雨を選定することができれば、ピーク付近雨量の過大又は過小評価を避け

ることができる。 
・②の方法については、時間雨量の資料が利用できない場合の便法であり、降雨配

分式の係数に関する資料があれば適用できる。 

③の方法 実際の降雨パターンを忠実に再現できる。ただし、短時間の豪雨を表しにくい。 

 

ここでは、①の方法による連続降雨の時間配分を定める方法について以下に示す。 

 

6.3.1 連続降雨量に対する日降雨分布の検討 

確率連続降雨量に対する時間配分は、まず過去の実績降雨から日降雨パターンを分析し、そのパ

ターンを当てはめて定める。この検討に当たっては、以下の事項に留意する。 
(1) 既往の降雨の選定に当たっては、大洪水をもたらしたものや対象流域において特に生起頻度の

高いパターンに属する降雨を落とさないように注意する。 

(2) 選定すべき降雨は資料の存在期間の長短に応じて変化するが、通常 10降雨以上とする。 

日降雨パターンの分析には、特に定まった方法はないが、３日連続降雨量の日降雨分布パターン

を検討した事例を以下に示す。 

＜日降雨パターンの分析例＞ 
既往の３日連続降雨量から比較的大きな雨量（上位20位）を抽出し、表-6.12に示すようにパタ

ーン化してその発生頻度を調べる。この分析例では、表に示すように中央山型の生起頻度が最も

高く、かつ「3・1・2」のパターンが圧倒的に高い。 

表-6.12 ３日連続雨量の日分布パターン生起頻度例 

分布

型 
前方山型 中央山型 後方山型 

1･2･3 1･3･2 2･1･3 3･1･2 2･3･1 3･2･1 

模式

図 

 

     

頻度 
1 (5％) 1 (5％) 5 (25％) 9 (45％) 0 (0％) 4 (20％) 

2 (10％) 14 (70％) 4 (20％) 

 
 

 

 

注：日分布のパターン化は、最大日雨量にインデックス１を、中位の日雨量にインデックス２を、さらに最小日
雨量にインデックス３を付けて、分類している。 
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次に、特定した日降雨パターンに対する雨量は、日降雨量、２日連続降雨量及び３日連続降雨量

のそれぞれについて確率降雨量を求め、それぞれの差分から表-6.13のように求める。 

表-6.13 ３日連続雨量の日配分(mm) 

確率雨量 日配分雨量 備  考 

日雨量 239.1 239.1  

2日連続雨量 333.8 94.7 333.8－239.1＝94.7 

3日連続雨量 381.8 48.0 381.8－333.8＝48.0 

                         

                           

                                 

                                 

                               

                                

 

図-6.6 確率雨量の日配分 

注： この例は、我が国の降雨パターンは、統計的に見て最大日、２日、３日連続とも隣り合わせに発生する確

率が多いことから、３日連続の波形は同一確率の日雨量、２日、３日連続が隣り合わせに発生するとの考

えで求めたものである。 

 

6.3.2 日降雨量に対する時間分布の検討 

「6.3.1 連続降雨量に対する日降雨分布の検討」によって定めた、日配分雨量に対する時間配分

は、既往の降雨パターンを当てはめて求めるが、検討に当たっては以下の事項に留意する。 

(1) 選定された実績降雨の継続時間が計画降雨に一致することは極めてまれであるが、原則として

実績降雨の継続時間を基本に降雨量の引き伸ばしを行う。 

(2) 実績降雨の継続時間が計画降雨より相当長い場合は、引き伸ばし後の計画降雨について不合理

が生じないか十分検討する。 

既往の時間分布の当てはめについて、事例を以下に示す。 

＜時間分布の検討例＞ 
既往の実績降雨から、以下の４点を考慮して選定し、表-6.14に示すような配分率で引き伸ばし

を行う。 

① 総雨量が計画基準雨量に近いこと。 

② 降雨の日分布パターンが同じであること。 

③ 実測降雨の分布率が標準的であること。 

④ 実測降雨記録に欠測が無いこと。 

 
計画降雨の時間雨量＝実績降雨の時間雨量 × 

 

 

 

 

計画日雨量 

実績日雨量 

48.0mm 

239.1mm 

94.7mm (12％) 

(63％) 

(25％) 

1 日目 3 日目 2 日目 
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表-6.14 時間配分比率 

 
1/20 確率 3 日連続雨量 

1 日目 2 日目 3 日目 

計画雨量 48.0mm 239.1mm 94.7mm 

実績雨量 79.0mm 165.0mm 134.5mm 

比 率 0.6076 1.4491 0.7041 

 
計画降雨の時間配分計算結果は、図-6.7のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6.7 ３日連続降雨のハイエトグラフ 

 

6.4 計画基準降雨の決定 
前項までの検討を基に、傾斜地など洪水ピーク流出量を計画の基礎とする場合は短時間降雨強度

を、氾濫域など洪水ハイドログラフを計画の基礎とする場合は適当な波形を持った連続降雨をそれ

ぞれ対象とし、計画排水量を決定する。計画排水量の算定に採用した降雨を計画基準降雨とする。 
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〔参考〕実績降雨の引き伸ばしに当たり短時間降雨を考慮した事例（Ｄ地区） 

日降雨量に対する時間分布の検討において、実績降雨の引き伸ばしを行う場合に、実績降雨の選

定に当たって、３日連続降雨量とともにピーク時間雨量に留意した事例を以下に示す。なお、本事

例では実績降雨のピーク時間雨量が 1/10 年確率の時間雨量に近いものを選定したが、引き伸ばし

後の計画降雨が 1/10 年確率の時間雨量に近いものとなっているか確認することが望ましい。 

 

Ｄ地区では、過去の大雨を分析した結果、生起頻度が最も高かった降雨の日分布パターンが「3・

2・1」のパターンとなったことから、同パターンの 1/2年確率以上の大雨のうち、無降雨日のない

降雨を抽出した。 

次に、実績降雨の波形を遵守する観点から、引き伸ばしによる調整量が少ない降雨を検討した結

果、表-6.15のとおり、３日連続降雨量が 1/10年確率に近い降雨は No.3,4,5,6,10となり、ピーク

時間雨量が 1/10 年確率に近い降雨は No.4となったことから、No.4の降雨を引き伸ばしの基となる

実績降雨として採用した。 

 

表-6.15 実績降雨の 1/10 年確率雨量に対する割合 

※1/10 年確率ピーク雨量は 3日目雨量に含まれる。 

※網かけは 1/10 年確率雨量に対して±20％以内のもの。 
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1日目雨量 2日目雨量 3日目雨量 計 ﾋﾟｰｸ雨量 1日目雨量 2日目雨量 3日目雨量 計 ﾋﾟｰｸ雨量

0 23.3 66.2 209.6 299.1 41.9 - - - - -

1 S55 7月8日 7月10日 24.0 76.0 79.0 179.0 32.0 1.03 1.15 0.38 0.60 0.76

2 S55 10月12日 10月14日 16.0 17.0 129.0 162.0 25.0 0.69 0.26 0.62 0.54 0.60

3 H2 9月17日 9月19日 20.0 111.0 134.0 265.0 32.0 0.86 1.68 0.64 0.89 0.76

4 H10 10月15日 10月17日 3.0 49.0 282.0 334.0 50.0 0.13 0.74 1.35 1.12 1.19

5 H16 9月27日 9月29日 5.0 17.0 245.0 267.0 53.0 0.21 0.26 1.17 0.89 1.26

6 H17 9月4日 9月6日 10.0 48.0 208.0 266.0 16.0 0.43 0.73 0.99 0.89 0.38

7 H19 7月12日 7月14日 13.0 48.0 125.0 186.0 19.0 0.56 0.73 0.60 0.62 0.45

8 H23 5月27日 5月29日 2.5 26.5 164.5 193.5 15.0 0.11 0.40 0.78 0.65 0.36

9 H25 9月2日 9月4日 14.0 36.0 141.5 191.5 24.0 0.60 0.54 0.68 0.64 0.57

10 H25 10月23日 10月25日 27.5 103.5 152.0 283.0 21.5 1.18 1.56 0.73 0.95 0.51

No. 発生年月日

1/10年確率雨量

実績雨量（mm） 1/10年確率雨量に対する割合
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７．計画基準外水位 

（基準、基準の運用第３章 3.3.6関連） 

 

7.1 基本事項 

受益区域の過剰水の排出先となる排水本川には、表-7.1に示すようなタイプがある。これらの水

位（すなわち、外水位）は受益区域の排水計画の規模を支配する外的要因であるため、排水計画に

採用する計画基準外水位の決定に当たっては、以下の事項に留意し、受益区域と排水本川との関係

を慎重に検討しなければならない。 

① 計画基準外水位の規模 

② 排水本川に与える影響 

③ 関係機関との調整及び協議 

表-7.1 排水本川の形式 

排
水
本
川
の
形
式 

河川 
内部流域の面積に比べて同等かそれ以下の場合 

内部流域の面積に比べて大きい場合 

湖沼 
内部流域の面積に比べて同等かそれ以下の場合 

内部流域の面積に比べて大きい場合 

海  

 

7.1.1 計画基準外水位の規模 

排水本川の計画基準外水位は、受益区域内に設定した降雨の確率年 T と同規模の確率外水位とし

なければならない。特に、排水本川が河川の場合、その計画水位の確率年は、一般的に河川等級（一

級河川、二級河川、等）に応じて30～100年確率程度といった大きな値が採用されるため、その水位

を直接排水計画の計画基準外水位とすることはできない（排水計画の内容が過大規模となる。）。 

 

7.1.2 排水本川に与える影響 

受益区域の排水計画は、排水系統の整備等によって、その排水量が排水本川の流水に何らかの影

響を与える。特に、排水本川が河川の場合は、排水口からの排水量が局所的な河床洗掘を引き起こ

し、排水本川の正常な流水を阻害することもある。 

したがって、計画基準外水位は、適正な排水口の位置を踏まえて検討し、また計画排水量が排水

本川の流水に影響を与えるおそれがある場合には、その状況を数量的に明らかにし、対応策を具体

的に検討しておかなければならない。 

 

7.1.3 関係機関との調整及び協議 

受益区域の排水計画の立案に当たっては、排水本川の管理主体者と以下の事項について調整及び

協議を十分にしておくことが重要である。特に、排水本川が河川の場合は、河川管理者との協議を

密にして、受益区域の排水計画が排水本川の流水を阻害しないようにしなければならない。また、

排水本川が海の場合は、海岸管理者及び近隣漁業者との協議を十分に行う必要がある。 

① 排水口の位置 

② 排水計画に用いる計画基準外水位とその採用の考え方 



 
  ７．計画基準外水位  219 

③ 排水本川に放流する計画排水量 

④ 計画排水量が排水本川の流水や環境に与える影響の有無 
 

7.2 計画基準外水位の検討手順 

計画基準外水位は、おおむね以下の手順に沿って検討を進める。 

手順－１  

排水口位置の検討 
受益区域の計画排水系統及び排水方式を概定して、排水口の位置を

計画する。 

↓  

手順－２  

事前協議と記録の収集 

① 受益区域の排水の考え方、事業計画の方針等について、排水本川

の管理者と主として以下の事項について事前協議を行い、事業計画

との調整を行う。 

・河川に排水する場合の河川管理上の制約 

・排水口の構造 

・排水本川が河川の場合、今後の河川改修の有無と計画水位 

② 排水本川の管理者と協議し、排水口地点の水位記録、流域の定数

等を収集する。 

↓  

手順－３  

計画基準外水位の検討 

収集した排水本川の水位記録、流域の定数等より以下の事項を検討

し、受益区域の排水計画に用いる計画基準外水位を決定する。 

・外水位ハイドログラフ 

・内外水位のピーク時間のずれ 

↓  

手順－４  

計画協議 

計画基準外水位を決定して受益区域の排水計画を詳細に検討した

後、主として以下の事項について、排水本川の管理者と協議し、必要

に応じて事業計画の調整を行う。 

・計画基準外水位の妥当性 

・排水本川に放流する計画排水量 

・ポンプ排水を行う場合の運転時間、等 

 

7.3 計画基準外水位の検討 

計画基準外水位は、排水本川のタイプに関わらず、以下の事項について検討する。 

① 受益区域の排水計画確率年相当の外水位ハイドログラフ 

② 内外水位のピーク時間のずれ 

 

7.3.1 排水本川が河川の場合 

排水本川が河川の場合、計画基準外水位ハイドログラフの検討は、おおむね表-7.2の二つの方法

がある。 

表-7.2 外水位ハイドログラフの検討手法 

検
討
手
法 

水位記録から求める場合 一般的に、外部流域が内部流域よりはるかに大きい流域に対

して適用する。 

外部流域の流出解析から求める場合 一般的に、外部流域が内部流域と同程度又はそれより小さい

流域に適用する。 
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(1) 水位記録から求める場合 

排水本川の流域（外部流域）が内部流域よりはるかに大きい一級河川等では、一般に河川水位

の観測網が整備されている場合が多い。この場合は、以下のようにして計画基準外水位を定める。 

ア 確率降雨量の計算（「６．実績降雨に基づく計画基準降雨」及び「19．将来の降雨予測に基

づく計画基準降雨」参照）により、受益区域に採用するＴ年確率降雨量を求め、それに最も近

似する実降雨の発生年月日を特定する（例えば、受益区域のＴ年確率３日連続雨量が 382mm（期

間：0～72 時）であった場合、382mmに最も近似する実降雨の発生年月日を特定する。）。 

イ 河川管理者から、計画の排水口地点に最も近い河川水位観測所の記録を収集し、アで特定し

た実降雨の発生年月日に該当する期間の水位の連続記録を抽出する。 

ウ 実績降雨から求めた確率降雨量の時間配分パターン（ハイエトグラフ）と河川水位記録から

抽出した水位の時間軸を整合させ、基準外水位として定める。 

エ 水位観測記録が排水口を計画する地点から離れている場合は、上記によって抽出した水位か

ら不等流計算によって計画の排水口地点の水位を求める。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7.1 水位記録の抽出 

 

(2) 外部流域の流出解析から求める場合 

排水本川の水位記録がない場合は、以下のようにして排水本川の流出解析を行い、計画基準外

水位を求める。 

ア 河川管理者と協議して流出解析のための流域の定数を入手し、その定数を用いて外部流域の

流出解析を行う。流域の定数が定まっていない場合は、「９．洪水ハイドログラフの計算」に

示す手法を用いて外部流域の流出解析を行う。 

イ 外部流域の流出解析に必要な降雨は、内部流域の計画基準降雨を用いる。 

ウ 上記によって求めた外部流域の洪水流出量について、排水本川の水位－流量曲線を用いて排

水口地点の外水位を推定する。なお、排水本川について水位－流量曲線がない場合は、流量観

測によってこれを検討する。 
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7.3.2 排水本川が海の場合 

海に排水口を設けるような排水計画では、外水位ハイドログラフは、以下のとおり求める。 

(1) 海象調査結果から、上下弦(小潮)又は朔望(大潮)時の平均潮位曲線を外水位ハイドログラフと

する。 

(2) 内外水位のピーク時間のずれは、いくつかのパターンを想定して、排水施設規模を概定する。

そのうち、最も危険側のパターンを採用する。 
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８．洪水ピーク流出量の計算 

(基準、基準の運用第３章 3.3.7 関連) 

 

8.1 基本事項 

洪水ピーク流出量は合理式又は流出モデルから求める。本章では合理式による方法を示す。流出

モデルから求める場合は「９．洪水ハイドログラフの計算」を参照する。 

 

8.1.1 合理式 

傾斜地における排水路の規模決定等、洪水ピーク流出量を計画洪水時排水量とする場合には、次

の合理式1)により計算することができる。 

Ｑ𝑝𝑝 = 1
3.6

・𝑟𝑟𝑒𝑒・𝐴𝐴  ························································································ （8.1） 

ここに、QP ：洪水ピーク流出量（m3/s） 

𝑟𝑟𝑒𝑒 ：洪水到達時間内の平均有効降雨強度（mm/h） 

𝐴𝐴 ：流域面積（km2） 

ただし、合理式を使用する場合は、以下の事項について留意しなければならない。 

(1) 合理式を用いる場合には、洪水到達時間と洪水到達時間内の平均有効降雨強度を決める必要が

あるが、概査や精査で得られる資料は現況の流況を表しているものであり、計画で使用する数値

は事業実施後の変化を考慮したものとする必要がある。 

(2) 合理式の適用範囲の上限は、降雨のスケールによって異なるが、流域平均降雨という概念が物

理的に許される10km2～40km2までと考えられる。 

(3) 河道貯留効果があるような場合でも合理式を適用することができるが、事業実施後に流域内に

氾濫又は一時貯留が起こらない場合や下流水位による堰上げ背水等の影響がない場合に適用でき

る。 

 

8.1.2 有効降雨強度（ピーク流出係数） 

洪水到達時間内の平均有効降雨強度を求める際の有効降雨強度は、降雨強度より地表の最終浸入

能を差し引いた値と考えられる。有効降雨強度は、以下により求める。 

𝑟𝑟𝑒𝑒＝𝑟𝑟－fc  ······································································································ （8.2） 

又は、洪水到達時間内の降雨強度と有効降雨強度の比であるピーク流出係数で洪水到達時間内の

平均有効降雨強度を表すと以下のとおりとなる。 

𝑟𝑟𝑒𝑒＝fp・𝑟𝑟  ··································································· （8.3） 

ここに、𝑟𝑟𝑒𝑒 ：有効降雨強度（mm/h） 

fc ：最終浸入能（mm/h） 

fp ：ピーク流出係数 

𝑟𝑟：降雨強度（mm/h） 

ピーク流出係数は、地域の地質、地被、先行降雨等の諸条件により異なるので、それぞれの流域

についての観測値に基づき定めるのが妥当である。しかし、事業実施後のピーク流出係数を推定す
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る場合や、実測資料の乏しい場合には表-8.1、8.2に示す値を参考としてもよい。表-8.1は物部が河

川の洪水時の値として与えたものであるが、流域の状況によって変化するとともに、安全係数に類

するものも含めてあり、さらに対象とした洪水が大きなものであるため、土地改良事業で対象とす

る降雨に対しては大きな値となる傾向がある。特に水田の場合には、0.7～0.8をとることはほとん

どなく、大略0.4～0.5の範囲内と考えてよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.1.3 洪水ピーク流出量の計算手順 

合理式によってある確率年Ｔに対するピーク流出量を求めるためには、以下の手順によって計算

する。 

手順－１  

流域特性からの 

洪水到達時間の推定 

① 実測値による場合 

過去の洪水記録より、出水ごとに洪水到達時間(𝑡𝑡𝑝𝑝)と洪水ピー

ク流出高を推定する。この洪水ピーク流出高を洪水到達時間内の平

均有効降雨強度（𝑟𝑟𝑒𝑒）と見なし、洪水到達時間と洪水到達時間内の有

効降雨強度の関係を両対数グラフにプロットし、関係曲線（𝑟𝑟𝑒𝑒－𝑡𝑡𝑝𝑝曲
線）を描く。 

② 計算による場合 

角屋・福島の式より有効降雨強度に対する洪水到達時間とその

間の平均有効降雨強度の関係（洪水到達時間𝑡𝑡𝑝𝑝と洪水到達時間内

の有効降雨強度𝑟𝑟𝑒𝑒の関係）を両対数グラフにプロットし、関係曲

線（𝑟𝑟𝑒𝑒－𝑡𝑡𝑝𝑝曲線）を描く。 

↓  

手順－２  

降雨特性からの 

確率有効降雨強度の計算 

 任意の降雨継続時間に対する降雨強度の確率計算を行い、降雨継続

時間𝑡𝑡𝑟𝑟と確率降雨強度𝑟𝑟𝑇𝑇の関係（𝑟𝑟𝑇𝑇－ 𝑡𝑡𝑟𝑟曲線）を求める。流域の最終

浸入能やピーク流出係数より確率有効降雨強度を求め、𝑟𝑟𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑝𝑝曲線の

グラフ上に確率有効降雨強度曲線（𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑟𝑟曲線）を重ねてプロットす

る。 

↓  

手順－３  

洪水ピーク流出量の計算 

① 上記グラフ上の両曲線（𝑟𝑟𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑝𝑝曲線と𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑟𝑟曲線）の交点の値が、

確率有効降雨強度となる。 

② 求めた確率有効降雨強度を合理式に代入して洪水ピーク流出量

を求める。この値を、計画洪水時排水量とする。 

 
表-8.2 ピーク流出係数 

地形の状態 fp 

路面及び法面 0.70～1.00 

市街 0.60～0.90 

森林地帯 0.20～0.40 

―道路土工 排水工指針(昭和 62年 6月)― 

 

 

 

 

表-8.1 ピーク流出係数 

地形の状態 fp 

急峻な山地  0.75 ～ 0.9 

三紀層山地  0.7 ～ 0.8 

起伏のある土地及び樹林地  0.5 ～ 0.75 

平らな耕地  0.45 ～ 0.6 

かんがい中の水田  0.7 ～ 0.8 

山地河川  0.75 ～ 0.85 

平地小河川  0.45 ～ 0.75 

流域のなかば以上が平地である大河川  0.5 ～ 0.75 

―物部の調査による日本内地の洪水時の値― 
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8.2 洪水到達時間 tpの推定 

8.2.1 実測値による推定 

洪水到達時間とは、概念的には「流域の最遠点（距離ではなく時間）に降った雨水が最下流端に

伝播する時間」と定義され
2)
、流域の地形、流路網の構成及び配列、地被等により異なり、概して流

量が大きくなるほど短くなる。 

洪水到達時間は、有効降雨強度曲線と流出ハイドログラフの関係より、図-8.1に示すように、時

刻 𝑡𝑡1と時刻𝑡𝑡2の差 𝑡𝑡𝑝𝑝で定義されることが理論的に証明されている
2)
。実測により洪水到達時間を推

定する場合は、以下の手順による。 

(1) 有効降雨強度曲線とそれに対応する流出ハイドログラフを図-8.1 のように描く。 

(2) 流出ハイドログラフから流出量のピーク時刻 𝑡𝑡2を求める。 

(3) 時刻𝑡𝑡2における有効降雨強度曲線上の点から水平線を引き、降雨ピーク前で有効降雨強度曲線

と交わる点の時刻を t1とする。 

(4) 得られた 𝑡𝑡1と𝑡𝑡2  の時間差が洪水到達時間𝑡𝑡𝑝𝑝   となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.1 洪水到達時間の定義 

 

上記の手順において、有効降雨強度曲線を前提としているが、大きなピーク流出量は降雨後半の

強度によってもたらされることが多いことから、流出のピーク近傍において、観測降雨を用いた

式(8.2)、式(8.3)が適用できる。なお、推定に当たっては、以下の事項に留意しなければならない。 

(1) 降雨波形と流出量波形の対応が十分でないと洪水到達時間を過小評価しがちである。そこで、

有効降雨強度曲線は単位時間を小流域では 10～20 分、大流域では 20～60 分程度にとり、適当な

移動平均によって降雨波形を流量波形に対応させるような工夫が必要である。 

(2) 採用する資料は、ピーク流出量が 1.0m3/(s・km2)以上の大きいものに限定した方がよい。これ

より小さな出水では洪水到達時間の推定は難しい。 

(3) 降雨の時間分布が場所的に一様でない資料による洪水到達時間の推定は避けた方がよい。 

(4) 総雨量の少ない記録や降雨継続時間の短い記録は推定に使用しない方がよい。また、流出のピー

ク直後に降雨が終了している記録も好ましくない。これらは、洪水到達時間を過小評価しがちで

ある。 

次に、推定した洪水到達時間と有効降雨強度の関係を示す有効降雨強度曲線（𝑟𝑟𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑝𝑝曲線）を両対

数紙にプロットする。いま、図-8.2に示すように、流域面積0.5km2の基準点で表-8.3に示すような

ピーク流出量が観測され、それに対応した降雨強度が得られたとする。 

 

時刻 

t2 t1 

有効降雨強度曲線 

tp 

流出ハイドログラフ 

降
雨

強
度

・
流

出
量
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表-8.3 流量観測記録 

流域面積：50ha 

No. 観測月日 ピーク 到達時間 到達時間 平均 平均有効 ピーク 

  流出量  内降雨量 降雨強度 降雨強度 流出係数 

  Ｑp(m
3/s) 𝑡𝑡𝑝𝑝 (min) Σr(mm) r(mm/h) 𝑟𝑟𝑒𝑒(mm/h) fp 

1 00/00/00 0.597 145 16 6.8 4.3 0.63 

2 00/00/00 0.833 90 14 9.1 6.0 0.66 

3 00/00/00 1.028 100 18 10.7 7.4 0.69 

4 00/00/00 1.528 90 25 16.9 11.0 0.65 

5 00/00/00 2.500 60 25 25.0 18.0 0.72 

6 00/00/00 3.472 50 29 35.2 25.0 0.71 

 

この記録から、基準点の𝑟𝑟𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑝𝑝曲線は、以下のように求める。 

(1) 観測されたピーク流出量（m3/s）を式(8.4)に代入して計算し、洪水到達時間内の平均有効降雨

強度（mm/h）を求める。 

𝑟𝑟𝑒𝑒 =
3.6・Ｑ𝑝𝑝

𝐴𝐴
  ··························································································· （8.4） 

ここに、𝑟𝑟𝑒𝑒 ：洪水到達時間内の平均有効降雨強度（mm/h） 

Ｑ𝑝𝑝：洪水ピーク流出量（m3/s） 

A  ：流域面積（km2） 

 

(2) 図-8.3に示すように、洪水到達時間 𝑡𝑡𝑝𝑝と洪水到達時間内の平均有効降雨強度 𝑟𝑟𝑒𝑒の関係を両対数

グラフにプロット（グラフの“〇”マーク）し、その平分線（グラフの破線）を挿入する。この

平分線が 0.5km2の流域に対する洪水到達時間𝑡𝑡𝑝𝑝と洪水到達時間内の平均有効降雨強度 reの関係を

表す。 

  

基準点(0.5km2) 

図-8.2 流域の例 
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8.2.2 計算による推定 

洪水到達時間は、実測に基づいて定めることを原則とするが、流域に十分な水文観測資料が得ら

れない場合は式(8.5)により推定してもよい。 

𝑡𝑡𝑝𝑝 = 𝐶𝐶 ∙ 𝐴𝐴0.22 ∙ 𝑟𝑟𝑒𝑒−0.35  ·························································· （8.5） 

ここに、𝑡𝑡𝑝𝑝 ：洪水到達時間（min） 

𝐶𝐶 ：土地利用係数 

𝐴𝐴 ：流域面積（km2） 

𝑟𝑟𝑒𝑒 ：平均有効降雨強度（mm/h） 

 

 

 

 

 

 

式(8.5)は、角屋・福島により東北、近畿、中国、四国及び九州の山地丘陵地流域の14河川（流域

面積：A＝0.13～740km2）での観測結果より導かれた式である。 

また、観測記録がある場合においても、その観測記録が計画対象流域の一部（例えば、支川の範

囲）であり、計画対象の全流域について洪水到達時間を推定する必要がある場合は以下のようにし

て洪水到達時間を推定する。 

表-8.4 土地利用係数（𝐶𝐶）の値
2)～4)

 

土地利用の状態 土地利用係数（𝐶𝐶） 

自然山地 250～350≒290 

放牧地 190～210≒200 

ゴルフ場 130～150≒140 

粗造成宅地(水路道路整備) 90～120≒100 

開畑地（数 ha 程度の小面積） 50～130≒ 90 

運動場 80 

市街地 60～ 90≒ 70 

 

図-8.3 有効降雨強度曲線 

実測記録による 

re－tp 曲線(0.5km2) 

有効降雨強度re (mm/h) 

洪
水

到
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時
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前述の「8.2.1 実測値による推定」により存在する観測資料、すなわち洪水到達時間𝑡𝑡𝑝𝑝と洪水到

達時間内の平均有効降雨強度𝑟𝑟𝑒𝑒を用いて、式(8.6)から土地利用係数Cの値を特定する。特定した値

と計画対象の流域面積 Aを用いて、式(8.5)より洪水到達時間を推定する。 

𝐶𝐶 = 𝑡𝑡𝑝𝑝 ∙ 𝐴𝐴−0.22 ∙ 𝑟𝑟𝑒𝑒0.35  ·························································· （8.6） 

ここに、𝑡𝑡𝑝𝑝 ：洪水到達時間（min） 

𝐶𝐶 ：土地利用係数 

𝐴𝐴 ：流域面積（km2） 

𝑟𝑟𝑒𝑒 ：平均有効降雨強度（mm/h） 

 

8.3 確率有効降雨強度曲線（reT－ tr曲線）の推定 

確率有効降雨強度曲線は、降雨継続時間と確率有効降雨強度との関係を表した曲線であり、以下

のようにして求める。 

(1) 降雨継続時間 𝑡𝑡𝑟𝑟を 20分間、１時間、２時間など３種類以上想定する。想定する範囲は、図-8.3

に示すような流域特性に支配される洪水到達時間から定める。 

(2) 長期間の降雨記録（過去 30 年程度）からそれぞれの 𝑡𝑡𝑟𝑟  に対応する年最大降雨強度（mm/h）を

求め、整理する。 

(3) それぞれの 𝑡𝑡𝑟𝑟  に対応するデータを確率計算し（「６．実績降雨に基づく計画基準降雨 6.2 確

率降雨量の計算」参照）、降雨継続時間 𝑡𝑡𝑟𝑟  ごとにある確率年 T に対する確率降雨強度 𝑟𝑟𝑇𝑇  を求める。

確率降雨強度式が定まっている場合は、それを利用する。 

(4) 上記で求めた降雨継続時間 𝑡𝑡𝑟𝑟ごとの確率降雨強度 𝑟𝑟𝑇𝑇  に対して、式(8.7)により確率有効降雨強

度𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒を求める。この場合のピーク流出係数は、原則として流域の流量観測結果から得られた値を

用いる。 

𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝑓𝑓𝑝𝑝 ∙ 𝑟𝑟𝑇𝑇  ······························································· （8.7） 

ここに、𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒 ：確率有効降雨強度（mm/h） 

𝑓𝑓𝑝𝑝 ：ピーク流出係数 

𝑟𝑟𝑇𝑇 ：確率降雨強度（mm/h） 

(5) ピーク流出係数 𝑓𝑓𝑝𝑝は、地域の地質、地被、先行降雨等の諸条件により異なるので、それぞれの

流域についての観測記録に基づき、種々の降雨に対する洪水ピーク流出量と洪水到達時間から求

める。求める時は、式(8.1)と式(8.3)から導かれる式(8.8)を用いる。この場合、排水計画に用い

る 𝑓𝑓𝑝𝑝の値は、大規模洪水時の値又はピーク流出係数の最大値に注目する（表-8.3の例の場合、𝑓𝑓𝑝𝑝
は 0.72 となる）。 

𝑓𝑓𝑝𝑝 =
3.6Ｑ𝑝𝑝/𝐴𝐴

𝑟𝑟
  ·························································································· （8.8） 

ここに、Ｑ𝑝𝑝 ：実測されたピーク流出量（m3/s） 

𝑟𝑟  ：到達時間内の実測平均降雨強度（mm/h） 

𝐴𝐴 ：流域面積（km2） 

(6) このようにして求まった降雨継続時間 𝑡𝑡𝑟𝑟ごとの確率有効降雨強度 𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒に、図-8.4 に示すような

滑らかな曲線を挿入する。 
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8.4 洪水ピーク流出量の計算 

洪水ピーク流出量Ｑpは、洪水到達時間𝑡𝑡𝑝𝑝に等しくなるような降雨継続時間に対応する確率有効降

雨強度𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒を求め、これを式(8.1)に代入すれば求められる。 

すなわち、図-8.4のように、洪水到達時間（𝑟𝑟𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑝𝑝曲線）と確率有効降雨強度曲線（𝑟𝑟𝑒𝑒𝑒𝑒－ 𝑡𝑡𝑟𝑟曲線）

を同一グラフ上に描くと、両曲線の交点の値が合理式に用いるべき確率有効降雨強度になる（図の

結果では、50mm/hを示している）。 

この交点の確率有効降雨強度𝑟𝑟𝑒𝑒を式(8.1)に代入し、基準点における洪水ピーク流出量Ｑpを求め

る。 
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